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基本計画推進のために 

１ 協働によるまちづくり 

２ 地域の特性を生かしたまちづくり 

３ 行政構造の改革 

４ 計画的な行財政運営の推進 

 

 

● 建設事業関係建設事業関係建設事業関係建設事業関係    

25 (13) -

26 (14) 改修工事 17

27 (15) -

28 (16) -

29 (17) -

8 4 － － 合　計 17

市庁舎外壁及びサッシの老朽化に伴い、改

修工事を行う。

年度(西暦) 概　　　　　要

「施　　策」

事　業　名

[担　当　所　管]

施　策　番　号

事業費

単位：

百万円

事業内容

[総務室]

「計画的な行財政運営の

推進」

市庁舎外壁及びサッシ改

修事業

    

    

● 制度等制度等制度等制度等のののの施策関係施策関係施策関係施策関係    

25 (13) -

26 (14) -

27 (15) -

28 (16) -

29 (17) -

8 3 － － 合　計 -

25 (13) -

26 (14) 511

27 (15) -

28 (16) 511

29 (17) -

8 3 － － 合　計 1,022

25 (13) 28,431

26 (14) 28,431

27 (15) 28,431

28 (16) 28,431

29 (17) 28,431

8 3 － － 合　計 142,155

継

　

　

続

継

　

　

続

継

　

　

続

①職場内研修事業

②主催研修事業

③外部派遣研修事業

④職員自主研修事業

①吹田市人事給与制度改革研究会事業

①特別職報酬等審議会事業

[人事室]

「行政構造の改革」

特別職報酬等審議会事業

「行政構造の改革」

職員研修

自らチェンジ、組織運営をチェンジ、視点

をチェンジし、改善改革を継続できる職員

を育成するため、職場研修、職場外研修、

自主研修の３つを基本とした研修体系によ

り、職員の意識改革につながる研修を行う

とともに、その成果を定着・保持・活用で

きるよう努める。

市長等特別職の給料、市議会議員の議員報

酬及び行政委員会の委員報酬等について、

そのあり方と支給水準について審議する。

《行政の維新【6】市長給与等の削減》

[人事室]

「行政構造の改革」

吹田市人事・給与制度の

改革研究

「施　　策」

事　業　名

[担　当　所　管]

施　策　番　号

事　業　費

年度(西暦) 単位：千円

施策及び事業の内容

分権時代にふさわしい新しい地方自治を担

う情熱と意欲を持った職員を育成するた

め、本市における人事・給与制度のあり方

を研究する。

《行政の維新【3】公務員制度の改革》

摘　　　　要

[人事室]

区分

    

基本計画推進基本計画推進基本計画推進基本計画推進のためにのためにのためにのために    
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基本計画推進のために 

 

25 (13) 613

26 (14) 613

27 (15) 613

28 (16) 613

29 (17) 613

8 3 － － 合　計 3,065

25 (13) 11,798

26 (14) 12,135

27 (15) 12,361

28 (16) 12,361

29 (17) 12,361

8 4 － － 合　計 61,016

25 (13) 9,951

26 (14) 12,792

27 (15) 12,792

28 (16) 11,492

29 (17) 11,492

8 4 － － 合　計 58,519

25 (13) 4,801

26 (14) 5,441

27 (15) 7,441

28 (16) 7,441

29 (17) 7,441

8 4 － － 合　計 32,565

25 (13) 60

26 (14) 60

27 (15) 60

28 (16) 60

29 (17) 60

8 4 － － 合　計 300

25 (13) 9,281

26 (14) -

27 (15) -

28 (16) -

29 (17) -

8 4 － － 合　計 9,281

25 (13) 147

26 (14) 147

27 (15) 147

28 (16) 147

29 (17) 147

8 4 － － 合　計 735

年度(西暦) 単位：千円

「施　　策」

事　業　名

[担　当　所　管]

施　策　番　号

 [人事室]

「計画的な行財政運営の

推進」

文書管理事業

「計画的な行財政運営の

推進」

安全衛生事業

「計画的な行財政運営の

推進」

第３次総合計画の中間見

直し事業

「計画的な行財政運営の

推進」

中核市への移行検討事業

 [総務室]

「計画的な行財政運営の

推進」

法務管理事業

継

　

　

続

継

　

　

続

本市は中核市の要件を満たしており、住民

に身近な基礎自治体として独自の判断で施

策を展開し、市民満足度の高い市政を実現

するため、中核市への移行に伴う諸課題の

整理を行い、移行時期を検討する。

《行政の維新【7】権限移譲の推進》

継

　

　

続

市役所全体の文書管理の統括事務、公印の

集中管理、書庫の管理、文書引継・置換・

廃棄の実施、文書用品の集中管理、文書目

録管理システムの運用、文書取扱責任者に

対する研修、歴史的文化的文書の保存、及

び原課職員による庁内印刷の運用・機器の

管理等を行う。

 [総務室]

吹田市例規の制定及び改廃、吹田市例規

集、例規執務サポートシステム及び吹田市

公報による吹田市例規データの提供並びに

官報、法令関係図書、外部データベース等

による法令・判例情報の収集・提供、顧問

弁護士による法律相談業務等を行う。

継

　

　

続

区分施策及び事業の内容

多方面にわたる行政課題に関して、各方面

の専門家等を招き、指導・助言を受ける。

従来の管理職職員を対象とした講演会形式

での実施に加え、特別職等が市政アドバイ

ザーから市政運営に関する具体的指導・助

言を直接受ける形での実施も行う。

継

　

　

続

摘　　　　要

事　業　費

①中核市への移行検討事業

①法務管理事業

①文書管理事業

①行政経営推進事業

第３次総合計画について、今日的課題への

対応、将来展望を踏まえ抜本的な見直しを

行う。

[企画政策室]

行政需要の変化に的確に対応し、市民本位

の行政運営を進めるため、組織の整備や適

正な職員定数の管理、事務処理方法の改善

に努める。

《行政の維新【3】公務員制度の改革》

[企画政策室]

①安全衛生事業

継

　

　

続

[企画政策室]

「計画的な行財政運営の

推進」

機能的な行政組織の確立

継

　

　

続

労働安全衛生法に基づき、産業医の配置や

メンタルヘルスのためのカウンセリングの

機会の提供など、職場環境の改善や公務災

害等の予防を図る。

①行政管理事業

①第３次総合計画の中間見直し事業

「行政構造の改革」

行政経営推進事業

[企画政策室]
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基本計画推進のために 

25 (13) 2,205

26 (14) 2,205

27 (15) 2,205

28 (16) 2,205

29 (17) 2,205

8 4 － － 合　計 11,025

25 (13) 128

26 (14) 128

27 (15) 128

28 (16) 128

29 (17) 128

8 4 － － 合　計 640

25 (13) 55,412

26 (14) 56,720

27 (15) 30,950

28 (16) 31,390

29 (17) 30,630

8 4 － － 合　計 205,102

25 (13) 8,000

26 (14) 508,000

27 (15) 508,000

28 (16) 508,000

29 (17) 8,000

8 4 － － 合　計 1,540,000

25 (13) -

26 (14) 58,768

27 (15) 8,051

28 (16) 8,051

29 (17) 8,051

8 4 － － 合　計 82,921

25 (13) 140,153

26 (14) 111,445

27 (15) 94,598

28 (16) 140,131

29 (17) 110,695

8 4 － － 合　計 597,022

25 (13) 3,550

26 (14) 2,600

27 (15) 1,700

28 (16) 700

29 (17) -

8 4 － － 合　計 8,550

年度(西暦) 単位：千円

「施　　策」

事　業　名

[担　当　所　管]

施　策　番　号

[資産経営室]

①コンビニエンスストアにおける証明書交付事業

継

　

　

続

①大型システム運用事業

（基幹系システム再構築）

 [情報政策室]

①諸税課税事業

②固定資産税課税事業

③市民税課税事業

④市税等収入整理事業

⑤国民健康保険料収納事務事業（国民健康保険特別会

計）

⑥国民健康保険料資格賦課事務事業（国民健康保険特

別会計）

[税制課][資産税課]

[市民税課][納税課]

[国民健康保険室]

「計画的な行財政運営の

推進」

コンビニ収納事業

[納税課]

継

　

　

続

コスト最適化と市民サービスの向上を図る

ために、基幹系システムの再構築を進め

る。

公共施設の現況を把握するために、必要な

データをまとめた「施設白書」や「市有建

築物保全システム」、「固定資産台帳管理

システム」を活用するなどして、全体的及

び長期的な視点で、公共施設及び財産の運

用を検討し、効果的かつ経済的な維持保

全、管理等に役立てる。《行政の維新

【2】歳入確保策の策定、【5】公共施設

の最適化》

[国民健康保険室]

市税及び国民健康保険料の収納について現

在の金融機関（指定金融機関及び収納代理

金融機関）に加え、コンビニエンスストア

での収納サービスを行う。

「計画的な行財政運営の

推進」

大型システム運用事業

継

　

　

続

新

　

　

規

市府民税普通徴収分、固定資産税・都市計

画税を納期内に納期未到来分も合わせて前

納した場合に、報奨金を交付する。また、

国民健康保険料についても、報奨金を交付

する。

[市民課]

「計画的な行財政運営の

推進」

コンビニエンスストアに

おける証明書交付事業

コンビニエンスストアの多機能端末を利用

し、住民基本台帳カードと暗証番号で本人

確認を行うことにより、住民票及び印鑑登

録証明書を交付する。

「計画的な行財政運営の

推進」

前納報奨金事業

「計画的な行財政運営の

推進」

公共施設等の最適化

「計画的な行財政運営の

推進」

行財政改革の推進

「計画的な行財政運営の

推進」

行政評価実施事業

[企画政策室]

新

　

　

規

①公共施設最適化推進事業

（施設白書作成事業から事業名称変更）

②市有建築施設管理事業

③公有財産管理事業

④固定資産台帳管理事業

摘　　　　要

事　業　費

継

　

　

続

①市税等前納報奨金事業

②国民健康保険料前納報奨金事業

（国民健康保険特別会計）

（①②とも平成２３年度をもって制度を廃止したが、

ぞれぞれ支払の時効期間まで事業としては存続。）

縮

　

　

小

①行政評価実施事業

①行財政改革推進事業

【縮小内容】吹田市財政健全化計画推進市民会議を見

直し。

[企画政策室]

新たな市民ニーズや時代の要請に応えてい

くため、より一層効率的な行財政運営の確

立や行政システムの構築を図る。

《行政の維新【1】財政運営方針の策定、

【2】歳入確保策の策定、【4】事業の見

直し～「官から民へ」の流れを加速》[財政室]

施策及び事業の内容 区分

外部の視点を取り入れた評価結果を踏ま

え、当該事務事業を見直すとともに、今後

の実施計画や予算編成に反映することを目

的に吹田市行政評価における外部評価を実

施する。

《行政の維新【4】事業の見直し～「官か

ら民へ」の流れを加速》
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基本計画推進のために 

 

25 (13) 64,027

26 (14) 68,198

27 (15) 37,872

28 (16) 17,191

29 (17) 17,112

8 4 － － 合　計 204,400

25 (13) 96,845

26 (14) 189,361

27 (15) 43,496

28 (16) 16,594

29 (17) 16,594

8 4 － － 合　計 362,890

年度(西暦) 単位：千円

「施　　策」

事　業　名

[担　当　所　管]

施　策　番　号

施策及び事業の内容 区分 摘　　　　要

事　業　費

①財務会計システム再構築事業

（小型システム運用事業から財務会計システムの再構

築及び新公会計システムの導入に係る部分を分離。）

継

　

　

続

「計画的な行財政運営の

推進」

市民サービスコーナーの

設置

財務会計システムの再構築及び新公会計シ

ステムの導入を行う。

 [会計室]

「計画的な行財政運営の

推進」

財務会計システム再構築

事業

[市民課]

市民の利便性とサービスの向上を図るた

め、住民票や印鑑登録証明書等を交付す

る。

継

　

　

続

①市民サービスコーナー事業

    

    

    

    

    


